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競争－協調志向の製品戦略  

―  しっぺ返し戦略の有効性に関する実証分析  ―  

 

 

中 村 世 名  

 

 

<要  約>  

伝統的に，マーケティング研究者達は，競争志向型の製品導入行動を近視眼的行動として批判し

てきた。他方，競争志向型の製品導入行動を適切に採用すれば，むしろ協調関係を構築すること

ができ，優れた成果を達成できる可能性もある。このことを暗示しているのが，Axelrod のしっぺ

返し戦略に関する一連の研究である。しかし，マーケティング論の文脈において後者の可能性に

ついて検討した研究は，著者の知る限り存在しない。そこで，本論は，まず，製品競争において

しっぺ返し戦略の採用が有効な状況を特定化し，次に，しっぺ返し戦略の採用が企業成果に及ぼ

す影響に関する仮説を提唱し，最後に，清涼飲料水産業において企業が実際に採用した製品導入

行動および企業成果に関する 2 次データを用いて実証分析を行った。その結果，反復囚人のジレ

ンマ・ゲーム的状況と見なすことができる，成熟期の製品市場の上位企業間の製品競争において，

一方の企業のしっぺ返し戦略の採用が，他方の企業の競争志向型の製品導入行動の採用を抑制す

ること，また，しっぺ返し戦略の採用を通じて協調関係の構築に成功している企業は，協調関係

の構築に至っていない他の製品市場の企業よりも，優れた成果を達成できることが示唆された。  

 

<キーワード> 

製品戦略，競争と協調，しっぺ返し戦略，反復囚人のジレンマ・ゲーム，2 次データ，実証分析  

1. はじめに  

企業は，しばしば，競合企業の既存製品から売上を奪い，自社の相対的市場地位を高

めるために製品を導入する。伝統的に，マーケティング研究者達は，こうした競争志向

型の製品導入行動を近視眼的行動と見なし，批判的立場をとってきた（ e.g., Armstrong 

and Collopy, 1996; Kalra and Soberman, 2008） 1)。例えば，Armstrong and Collopy（1996）

は，競合企業との相対的成果を重視する企業は，長期生存の可能性が低いと主張してお

り，また，Kalra and Soberman（2008）は，競合企業との相対的成果を重視するマネージ

ャーは，非合理的意思決定に陥りやすいと述べている。  

他方，競争志向型の製品導入行動を適切に採用すれば，むしろ協調関係を構築するこ

                                                                        
1) 伝統的立場とは対照的に，競争志向の戦略に示唆を与えるマーケティング研究の重要性や必要性を

指摘している研究として，嶋口（ 1984, 1986）や，Vorhies and Morgan (2005)，Aboulnasr, Narasimhan, Blair, 

and Chandy（ 2008）が挙げられる。  

慶應義塾大学大学院商学研究科 2016年度学事振興資金成果論集 

『世界および地域のビジネス・商業』 
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とができ，優れた成果を達成できる可能性がある。このことを暗示しているのが，

Axelrod（1980a, 1980b, 1984, 1987）のしっぺ返し戦略（ tit-for-tat strategy）に関する一連

の研究である。Axelrod（1980a）は，反復囚人のジレンマ・ゲームにおいて有効な戦略

はいかなる戦略かという問いの回答を，コンピュータ・シミュレーションを用いて探究

し，その結果，しっぺ返し戦略こそが，最も有効な戦略であると結論づけた。しっぺ返

し戦略とは，最初は，協調行動を選択し，以降は相手プレイヤーの 1 つ前の行動と同じ

行動を選択するという戦略である。Axelrod（1984）によると，しっぺ返し戦略は，自分

からは裏切り行動を選択せず（＝上品さの性質），しかし相手が裏切り行動を選択した

ならば直ちに裏切り行動を選択し（＝報復的性質），さらに相手が協調行動に転じたな

らば直ちに自分も協調行動に転じる（＝慣用的性質），そして，それらの行動規則が相手

プレイヤーにとってわかりやすい（＝明快さの性質）という 4 つの性質を有してしてい

る。これらの性質によって，しっぺ返し戦略は，相手プレイヤーに一方的な裏切りを諦

めさせ，代わりに協調行動を引き出し，その結果として平均的に最も高い得点を獲得す

ることができるという。  

しっぺ返し戦略に関する研究成果をまとめた著書である『The Evolution of Cooperation』

の発表以降，Axelrod としっぺ返し戦略の名は，研究分野や学術研究の世界を超えて広

く知られるところとなった。その一因として，反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況は現

実世界に数多く存在し（Axelrod, 1984），それゆえに，しっぺ返し戦略が応用可能な状況

も数多く存在することが挙げられるであろう。実際，Axelrod 自身も，しっぺ返し戦略

の応用可能性は，自身の想像をはるかに超えるものであったと後にコメントしている

（Axelrod, 1997）。  

製品競争をはじめとする企業間競争も，しばしば，反復囚人のジレンマ・ゲーム的状

況にある（Brickley, Smith, and Zimmerman, 2008）。しかし，実際に企業間競争において，

しっぺ返し戦略が有効であるかについて検討した実証研究は，著者の知る限りマーケテ

ィング論の分野には存在しない。その結果，冒頭で述べたとおり，報復としての競争志

向型の行動が，むしろ協調関係の構築，ひいては優れた企業成果の達成に貢献するとい

う Axelrod（1981a, 1981b, 1984, 1987）の示唆は，マーケティング研究者達には看過され

続けてきた。  

企業間競争におけるしっぺ返し戦略の有効性を検討した実証研究が，マーケティング

論の分野に存在しない理由として，マーケティング研究者達の競争志向型の戦略に対す

る関心が低いことに加え，マーケティング論の企業を対象とした実証研究において主流

のデータ収集方法である質問紙調査では，しっぺ返し戦略のような企業間の相互作用に

関するデータの収集が困難であることが挙げられるであろう。後者に関して，近年，経

営戦略論の分野において注目を集める競争ダイナミクス研究の分析方法が，この問題の

解決に有効であると考えられる。競争ダイナミクス研究とは，企業間の市場行動レベル

の競争的相互作用を中心的な分析対象とする経営戦略論の研究群を指す（ cf. D’Aveni,  
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Dagnino, and Smith, 2010; Chen and Miller, 2012）。彼らは，特定の産業に着目し，プレス

リリースや産業専門誌の記事に対して内容分析を実施することで，市場行動のタイプや

競争的相互作用を特定化してきた（ e.g., Chen, Su, and Tsai, 2007; Marcel, Barr, and 

Duhaime, 2010; Tsai, Su, and Chen, 2011）。  

そこで，本論は，この競争ダイナミクス研究の分析方法を援用し，製品競争の激しい

清涼飲料水産業を対象に，製品競争におけるしっぺ返し戦略の有効性について経験的テ

ストを試みる。また，そうすることによって，伝統的に競争志向の戦略に批判的なマー

ケティング研究に対して，その重要性を示す。以上の研究目的を達成するために，本論

は次のような構成で展開される。第 2 章では，Axelrod のしっぺ返し戦略に関する研究

成果を概説する。第 3 章では，製品競争が反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況となる条

件を議論する。第 4 章では，製品競争におけるしっぺ返し戦略の有効性を示す，経験的

にテスト可能な仮説を導出する。第 5 章では，競争ダイナミクス研究を参考に，分析方

法について検討する。第 6 章では，統計解析の結果を提示する。最終第 7 章では，本論

の知見と今後の課題に言及する。  

2. Axelrod のしっぺ返し戦略に関する研究成果  

囚人のジレンマ・ゲームとは， 2 人のプレイヤーが，協調行動と裏切り行動という 2

つの選択肢のいずれかを，お互いに相手の選択を知らない状態で選択し，両者の選択に

よってそれぞれの得点が決まるゲームである。囚人のジレンマ・ゲームにおいては，相

手がどちらを選択しようと，自分は裏切り行動を選択する方が得であるが，両者が裏切

り行動を選んだ場合，両者が協調行動を選んだ場合に比して，低くなってしまうように

得点が設定される。それゆえ，このゲームを 1 回しか行わない場合，2 人のプレイヤー

は，お互いに裏切り行動を選択し，その結果として低い得点しか獲得することができな

いというジレンマに陥る。他方，終了回数を決めずにこのゲームを繰り返す（＝反復囚

人のジレンマ・ゲーム）場合，将来の得点が現在の行動に影響を及ぼすため，協調関係

が構築される可能性が生じる 2)。それではプレイヤーは，いかなる戦略を採用すること

によって，協調関係の構築を実現し，高い得点を獲得することができるのであろうか。 

Axelrod（1980a）は，この問いの回答を探究するために，ゲーム理論の専門家からプ

ログラムを募集し，それをコンピュータ上で競わせる第 1 回コンピュータ・プログラム

選手権を開催した。14 名の専門家が参加したこのコンピュータ・プログラム選手権で優

勝したのは，トロント大学の Anatol Rapoport が作成したしっぺ返し戦略であった。しっ

ぺ返し戦略とは，最初は，協調行動を選択し，以降は相手プレイヤーの 1 つ前の行動と

同じ行動を選択するという戦略である。この戦略は，参加プログラムの中で最も短く，

                                                                        
2) その理由は，提唱者不明のフォークの定理によって説明される。フォークの定理の詳細については，

渡辺（ 2008）等のゲーム理論の教科書を参照のこと。  
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単純なプログラムで書かれた戦略あったが，多くのプレイヤーと協調関係を構築するこ

とにより，平均的に最も高い得点を獲得していた。  

また，Axelrod（1980a）は，しっぺ返し戦略の優勝という結果が，しっぺ返し戦略自

身の性質よりも，他のプレイヤーの戦略の性質に依る部分が大きいのではないかと考え，

第 1 回コンピュータ・プログラム選手権の詳細な結果を開示した上で，参加者を再度募

集し，第 2 回コンピュータ・プログラム選手権を開催した。第 2 回コンピュータ・プロ

グラム選手権には，前回の 4 倍以上にあたる 62 名もの専門家が参加し，それぞれがし

っぺ返し戦略に勝つことを目指したプログラムを作成した。しかし，驚くべきことに，

同選手権も，しっぺ返し戦略の優勝という結果で幕を閉じたのである。  

さらに，Axelrod（1980a）は，第 2 回コンピュータ・プログラム選手権に基づいて，

特定のプログラムの割合や得点の算出方法を変更した架空のコンピュータ・プログラム

選手権をシミュレーションした。異なる 6 回の架空のコンピュータ・プログラム選手権

においても，しっぺ返し戦略は，5 回の優勝と 1 回の準優勝という好成績を収め，その

強さを示した 3)。  

加えて，Axelrod（1980b, 1984, 1987）は，進化論的アプローチを採用し，成績の良か

った戦略は生き残り，次世代に引き継がれる一方，成績の悪かった戦略は淘汰されると

いう進化的プロセスにおける，しっぺ返し戦略の有効性を検討した。その結果，周囲の

ほとんどが非協力的な環境においても，しっぺ返し戦略は，生き残り，繁栄し，維持さ

れることが，数学的証明とシミュレーションによって示された 4)。  

 以上の結果について，Axelrod（1984）は，しっぺ返し戦略の 4 つの性質がその成功に

貢献したと考察している。1 つ目の性質は，自分からは裏切り行動を選択しないという

上品さの性質である。上品な性質を有する戦略は，同じく上品な性質を有する戦略との

ゲームにおいて，ゲームの最初から最後まで協調関係を維持することができる。そのた

め，そうした戦略とのゲームにおいて，しっぺ返し戦略は，上品な性質を有さない他の

戦略に比して，高い得点を獲得することができたという。2 つ目の性質は，相手が裏切

り行動を選択したならば直ちに裏切り行動を選択するという報復的性質である。報復的

性質を有する戦略は，一方的搾取を試みる戦略とのゲームにおいて，一方的搾取を回避

することができる。そのため，そうした戦略とのゲームにおいて，しっぺ返し戦略は，

報復的性質を有さない他の戦略に比して，高い得点を獲得することができたという。3

つ目の性質は，相手が裏切り行動から協調行動に転じたならば直ちに自分も協調行動に

転じるという寛容的性質である。寛容的性質を有する戦略は，定期的または確率的に裏

                                                                        
3) しっぺ返し戦略が唯一優勝を逃した架空のコンピュータ・プログラム選手権においては，過去の行

動から相手プレイヤーの協調行動の選択確率を見積り，その確率に基づき意思決定をするというタイ

プの戦略の割合を増やした上で，シミュレーションが行われた。この選手権で，優勝した戦略は，前半

は協調行動を選択し，後半に食い逃げを図るという戦略であり，増やされたタイプの戦略をカモにする

ことで，しっぺ返し戦略よりも高い得点を獲得していた（ cf. Axelrod, 1980a）。  
4) この点において，Axelrod の一連の研究は，進化ゲーム理論の先駆的研究として評価されている（ cf. 

渡部， 2000）。  
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切り行動を選択する戦略とのゲームにおいて，何度でも協調関係を再構築することがで

きる。そのため，そうした戦略とのゲームにおいて，しっぺ返し戦略は，寛容的性質を

有さない他の戦略に比して，高い得点を獲得することができたという。4 つ目の性質は，

これらの行動規則が相手プレイヤーにとってわかりやすいという明快さの性質である。

明快さの性質を有する戦略は，相手の過去の行動パターンに応じて意思決定を行うよう

な戦略とのゲームにおいて，こちらの行動を予測させることで，逆に，相手の行動を制

限することができる。そのため，そうした戦略とのゲームにおいて，しっぺ返し戦略は，

明快さの性質を有さない他の戦略に比して，自分にとって好ましい相手の行動，すなわ

ち，協調行動を引き出すことができたという。以上のような，望ましい性質を併せ持つ

しっぺ返し戦略だからこそ，様々な戦略を採用する相手と協調関係を構築し，その結果

として平均的に最も高い得点を獲得することに成功したと Axelrod は結論づけている。 

3. 製品競争が反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況となる条件  

Axelrod（1984）は，現実世界にも反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況は数多く存在し，

そうした状況にもしっぺ返し戦略が応用できる可能性を示唆している。製品競争をはじ

めとする企業間競争も，しばしば，反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況にあり（Brickley 

et al., 2008），Axelrod（1984）の示唆に基づけば，そうした企業間競争においては，しっ

ぺ返し戦略が有効であると考えられる。しかし，Axelrod やしっぺ返し戦略の高い知名

度にもかかわらず，著者の知る限りマーケティング論および隣接分野において，Axelrod

の知見を企業間競争に当てはめ，その有効性を経験的にテストするという試みは，これ

まで 1 度も行われてこなかった 5)。そこで，本論は，製品競争に着目し，しっぺ返し戦

略の有効性について経験的テストを試みる。  

経験的テストに先立って，まず，製品競争が反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況とな

る条件の特定化を試みる。なお，当然のことながら，製品競争に限らず，同一製品市場

を巡る企業間競争は全て，一方の企業が市場から撤退するまで繰り返される反復ゲーム

的状況である。そのため，製品競争が反復囚人のジレンマ・ゲーム的状況となる条件を

特定化するためには，2 企業の毎回の製品導入行動の意思決定が，囚人のジレンマ・ゲ

ーム的状況となる条件を特定化する必要がある。  

その検討に際して，まず，同一製品市場で競争する企業 i と企業 j において，相手の

既存顧客の収奪を意図した新製品導入行動を競争行動，相手の既存顧客以外の顧客の獲

得を意図した新製品導入行動を協調行動，企業 i（ j）の競争行動による企業 j（ i）から

の収奪顧客数をD𝑖(𝑗)，企業 i（ j）の協調行動による獲得顧客数をA𝑖(𝑗)と定義する。次に，

                                                                        
5) Axelrod の知見を援用し，製造業者と流通業者の協調関係を分析した実証研究は少数だが存在する

（ e.g., Heide and Miner, 1992; 小野・久保， 2009）。しかし，これらの研究においても，しっぺ返し戦略

の採用が協調関係を導くという Axelrod の主張が、経験的テストの対象となっているわけではない。  
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表 1 に示されるとおり，D𝑖(𝑗)とA𝑖(𝑗)を用いて，企業 i と企業 j の製品導入行動の利得（顧

客の増減数）を表現する。  

 

表１ : 企業 i と企業 j の製品導入行動の利得（顧客の増減数）  

企業 j 

企業 i 
協調行動  競争行動  

協調行動  A(𝑖),  A(𝑗) A(𝑖) − D(𝑗),  D(𝑗) 

競争行動  D(𝑖),  A(𝑗) − D(𝑖) D(𝑖) − D(𝑗),  D(𝑗) − D(𝑖) 

 

この意思決定が囚人のジレンマ・ゲーム的状況となるためには，企業 i（ j）にとって

顧客の増減数が，搾取関係（企業 i（ j）が競争行動，企業 j（ i）が協調行動）の時（D𝑖(𝑗)），

協調関係（企業 i（ j）が協調行動，企業 j（ i）が協調行動）の時（A𝑖(𝑗)），競争関係（企

業 i（ j）が競争行動，企業 j（ i）が競争行動）の時（D(𝑖) − D(𝑗)），被搾取関（企業 i（ j）

が協調行動，企業 j（ i）が競争行動）の時（A(𝑖) − D(𝑗)）の順に高い必要がある 6)。以上の

条件は，それぞれの協調行動の獲得顧客数に比して，それぞれの競争行動の収奪顧客数

の方が多く（条件 1：D𝑖(𝑗) > A𝑖(𝑗)），互いの競争行動の収奪顧客数の差が小さい（条件 2：

A𝑖(𝑗) > D𝑖(𝑗) − D𝑗(𝑖)）という 2 つの条件に換言される 7)。そして，この 2 つの条件は，企業

i と企業 j が成熟期の製品市場で競争する上位 2 企業同士の場合に当てはまると考えら

れる。一般的に，熟期の製品市場においては，新規需要の開拓が難しくなる一方，企業

間の供給能力が類似し模倣製品の導入が容易になる（恩藏，2007）。また，市場シェアの

大部分が，競争に生き残った少数の大企業によって占められるようになる（de Figueiredo 

and Silverman, 2007）。そのため，成熟期の製品市場で競争する上位 2 企業同士であれば，

相手の既存顧客を収奪する方が，新規需要の開拓に比して容易であり（＝条件 1 を満た

す），互いに同程度の顧客収奪能力を有している（＝条件 2 を満たす）と考えられるで

あろう。  

 以上の議論を踏まえ，  本論においては，成熟期の製品市場における上位 2 企業間の

製品競争を反復囚人のジレンマ・ゲームと見なし，分析対象とする。  

4. 仮説提唱  

Axelrod（1980a, 1984, 1987）のように，コンピュータ・シミュレーションを用いた研

                                                                        
6) 囚人のジレンマ・ゲームの条件には，ジレンマの所以である，競争関係の 2 プレイヤーの利得の和

（ (D(𝑖) − D(𝑗)) + (D(𝑗) − D(𝑖))）に比して，協調関係の 2 プレイヤーの利得の和（A(𝑖) + A(𝑗)）の方が大きいとい

う条件も存在するが，定義上A𝑖(𝑗) > 0であることから，この条件は常に満たされる。  
7) 条件 2 について，  A𝑖(𝑗)が極端に小さい場合，互いの競争行動の収奪顧客数の差が小さいという右辺

の条件だけでは，A𝑖(𝑗) > D𝑖(𝑗) − D𝑗(𝑖)という不等式は満たされないが，差別化余地や拡大余地が殆ど存在し

ない市場でない限り，A𝑖(𝑗)が極端に小さくなる可能性は低いため，本論においては，右辺の条件のみを

考える。  
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究の場合，最終的に獲得した得点を比較することで，しっぺ返し戦略の有効性を検討す

ることができる。しかし，現実世界の製品競争においてはそのような比較はできないた

め，経験的にテスト可能な因果仮説を提唱する必要がある。  

それに際して，まず，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争（＝反復囚人のジ

レンマ・ゲーム的製品競争）において，企業 i のしっぺ返し戦略の採用が，企業 j の行

動，2 企業間の関係，そして企業 i の成果に対して及ぼす影響を，Axelrod の主張に基づ

き検討する。しっぺ返し戦略の定義上，企業 i がしっぺ返し戦略の採用を採用すると，

競争・協調に関する 2 企業の製品導入行動のパターンは類似する。その後，しっぺ返し

戦略の有する性質により，企業 j は競争行動による搾取を諦め，協調行動を採用するよ

うになると考えられる。その結果，両企業とも，協調型の製品導入行動のパターンを有

するようになり，協調関係が実現する。囚人のジレンマ・ゲームの定義上，競合企業と

の協調関係の構築に成功している企業は，協調関係の構築に至っていない他の製品市場

の企業よりも，平均的に優れた成果を達成できると考えられる。  

 以上の議論を踏まえると，企業 i にとってのしっぺ返し戦略の有効性について，以下

の 2 つの仮説群が導出される。  

 

 仮説 1  成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争において，企業 i のしっぺ返し

戦略採用度（＝製品導入行動のパターンがしっぺ返し戦略に基づく程度）は，

企業 j の競争行動採用率に負の影響を及ぼす。  

 

 仮説 2  成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争において，企業 i のしっぺ返し

戦略採用度（＝製品導入行動のパターンがしっぺ返し戦略に基づく程度）は，

企業 i の市場成果に正の影響を及ぼす。  

 

 仮説 1 および仮説 2 は，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争は，反復囚人の

ジレンマ・ゲーム的状況であるという第 3 章の議論を前提とした仮説である。しかし，

一括りに成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争と言っても，そこには多様性が存

在し，それゆえ，常にしっぺ返し戦略が有効とは限らないのではないかという懸念も存

在するであろう。そうした懸念を晴らすために，本論は，反復囚人のジレンマ・ゲーム

的状況を規定する 2 つの条件に対応した変数を調整変数としてモデルに加え，それら変

数の高低によって仮説 1 および仮説 2 で提唱したしっぺ返し戦略の有効性が失われない

ことを仮説として提唱し，その経験的なテストを行う。その際，相手の既存顧客を収奪

する方が，新規需要の開拓に比して容易という条件 1 に対応した変数には製品市場の成

長率を，互いに同程度の顧客収奪能力を有しているという条件 2 に対応した変数には 2

企業間の市場シェア差をそれぞれ用いる。具体的には，以下の仮説群を提唱する。  
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 仮説 3 （ a）当該市場の成長率の高低および（ b）2 企業間の市場シェア差の高低にか

かわらず，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争において，企業 i の

しっぺ返し戦略採用度（＝製品導入行動のパターンがしっぺ返し戦略に基

づく程度）は，企業 j の競争行動採用率に負の影響を及ぼす。  

 

 仮説 4  成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争において，（ a）当該市場の成長

率の高低および（ b）2 企業間の市場シェア差の高低にかかわらず，企業 i の

しっぺ返し戦略採用度（＝製品導入行動のパターンがしっぺ返し戦略に基

づく程度）は，企業 i の市場成果に正の影響を及ぼす。  

 

 また，マーケティング研究においては，伝統的に，競争地位に応じて採用すべき戦略

は異なるという定説が存在する（ e.g., Kotler, 1980; 嶋口，1984, 1986）。そうした定説に

基づけば，企業 i がリーダー企業の場合とフォロワー企業の場合とで，しっぺ返し戦略

の有効性は異なるのではないかという懸念も存在するであろう。そうした懸念を晴らす

ために，本論は，企業 i がリーダー企業か否かを表すダミー変数を調整変数としてモデ

ルに加え，企業 i の競争地位によって仮説 1 および仮説 2 で提唱したしっぺ返し戦略の

有効性が失われないことを仮説として提唱し，その経験的なテストを行う。具体的には，

以下の仮説を提唱する。  

 

 仮説 5  企業 i の競争地位にかかわらず，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競

争において，企業 i のしっぺ返し戦略採用度（＝製品導入行動のパターンが

しっぺ返し戦略に基づく程度）は，企業 j の競争行動採用率に負の影響を及

ぼす。  

 

 仮説 6  企業 i の競争地位にかかわらず，企業 i のしっぺ返し戦略採用度（＝製品導

入行動のパターンがしっぺ返し戦略に基づく程度）は，企業 i の市場成果に

正の影響を及ぼす。  

 

5. 分析方法  

(1) 方法の検討  

マーケティング論の企業を対象とした実証研究において主流のデータ収集方法であ

る質問紙調査では，企業間の相互作用に関するデータの収集は困難である。そこで本論

は，近年，経営戦略論の分野において注目を集める競争ダイナミクス研究の分析方法を

用いることによって，しっぺ返し戦略の有効性の経験的にテストを試みた。競争ダイナ
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ミクス研究とは，企業間の市場行動レベルの競争的相互作用を中心的な分析対象とする

経営戦略論の研究群を指す（ cf. D’Aveni et al., 2010; Chen and Miller, 2012）。彼らは，特

定の産業に着目し，プレスリリースや産業専門誌の記事に対して内容分析を実施するこ

とで，市場行動のタイプや競争的相互作用を特定化してきた（ e.g., Chen et al., 2007; 

Marcel et al., 2010; Tsai et al., 2011）。彼らが分析対象とする競争的相互作用とは，ある

企業の行動に対して他の企業がどのように反応するといった 1 回の行動―反応関係で

あるが，それらを連鎖的に見ていくことにより，反復囚人のジレンマ・ゲーム的な相互

作用も特定化可能であると考えられる。  

 

(2) 分析対象  

まず，分析対象産業には，成熟期の製品市場が数多く存在し，マーケティング・ミッ

クスの 4P の中で製品を用いた競争が最も盛んであり，かつ製品導入行動や売上に関す

る公開データが豊富に存在する，清涼飲料水産業を選択した。清涼飲料水産業は，行動

データを用いて，日本企業の製品競争を分析した数少ない既存研究である淺羽（ 2002）

においても，分析対象として選択されている。  

また，分析対象製品市場には，清涼飲料水産業の中でも，上位 2 企業の売上データが

入手可能であり，製品ライフサイクルの成熟期に属する 14 製品市場を選択した。具体

的には，コーラ，透明炭酸，果汁入り炭酸，果実フレーバー炭酸，乳性炭酸，ジンジャ

エール，果汁 100%ジュース，果汁入りジュース，トマトジュース，野菜汁入りジュー

ス，野菜汁＆果汁入りジュース，日本茶，烏龍茶，麦茶，ブレンド茶の 14 製品市場であ

り，これら製品市場の分析対象期間における成長率の平均値（標準偏差）は，1.21（0.49）

であった。  

さらに，分析対象企業には，分析対象期間における平均市場シェアに基づき，各製品

市場の上位 2 企業，計 28 企業を選択した 8)。これら企業の分析対象期間における累積シ

ェアの平均値（標準偏差）は， 70.37（19.86）であった 9)。  

最後に，分析対象期間は，2008 年 1 月から 2014 年 12 月の 7 年間であった。  

 製品導入行動に関する情報は，株式会社ビバリッジジャパン社の発行する産業専門誌

である『Beverage Japan』および株式会社日本経済新聞デジタルメディアの運営するデー

タベースである『日経テレコン 21』を通じて入手した各社のプレスリリースから収集し

た。売上データは，株式会社富士経済の発行する調査レポートである『清涼飲料マーケ

                                                                        
8) 本論の分析においては，複数の製品市場に参入している同一企業であっても，製品市場ごとに個別

企業として扱っている。  
9) 純粋な反復囚人のジレンマ・ゲームと条件を揃えるという観点からみると，  2 企業の累積シェアは

100%に近いほど望ましいと考えられるであろう。しかしながら，そもそも純粋な反復囚人のジレンマ・

ゲームの条件を完全に満たす状況は，現実世界には存在せず，本論の意義は，反復囚人のジレンマ・ゲ

ーム「的」状況においても，しっぺ返し戦略が有効であるかを経験的にテストするというところにある。

その点において，影響力の小さい第 3，第 4 のプレイヤーが存在する中で，しっぺ返し戦略の有効性を

検討する本論の試みは，その頑健性についての新たな経験的証拠を提供しうるであろう。  
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ティング要覧』から収集した 10)。  

 

(3) 相互作用の特定化  

本論は，競争ダイナミクス研究を参考に， 5 つのプロセスによって相互作用を特定化

した。5 つのプロセスとは，（ i）製品導入行動データの収集，（ ii）製品市場のカテゴリ

ーの設定，（ iii）各企業の主力製品の識別，（ iv）製品導入行動の分類，および（ v）相互

作用の特定化である。  

（ i）製品導入行動データの収集プロセスにおいては，『Beverage Japan』から，対象期

間に，対象製品市場において，対象企業が導入した全ての製品導入行動に関するデータ

を収集した。なお，販売期間または販売チャネルが限定された製品導入行動については，

競合企業から看過される可能性が高いと考え，本論の分析対象から除外した。また，プ

レスリリースと情報が異なるまたはプレスリリースが存在しない製品導入行動につい

ても，本論の分析対象から除外した。  

（ ii）製品市場のカテゴリーの設定と分類プロセスにおいては，まず，『Beverage Japan』

や各社のプレスリリースを参考に，製品市場の中により細かい製品分類であるカテゴリ

ーを設定した。設定されたカテゴリーの例は，表 2 に示されるとおりである。その後，

各社のプレスリリースを参考に，全ての製品導入行動をいずれかのカテゴリーに分類し

た。  

 

表２ : 各製品市場に設定されたカテゴリーの例  

製品市場  カテゴリー  

コーラ  

コーラ（基本）／フレーバーコーラ／低カロリーコ

ーラ／低カフェインコーラ／ドライコーラ／強炭酸

コーラ／機能性コーラ／特保コーラ  

100％果汁ジュース  

濃縮還元果汁 100％ジュース／ストレート果汁 100％

ジュース／果汁 100％ネクタージュース／機能性果

汁 100％ジュース／ホット果汁 100％ジュース  

トマトジュース  

濃縮還元トマトジュース／ストレートトマトジュー

ス／濃いトマトジュース／すっきりトマトジュース

／加糖トマトジュース  

日本茶  

緑茶／ほうじ茶／玄米茶／抹茶／濃い緑茶／フレー

バー緑茶／低カフェイン緑茶／低カフェインほうじ

茶／低カフェイン玄米茶／加糖緑茶／特保緑茶／ホ

ット緑茶／ホットほうじ茶／ホット玄米茶／ホット

濃い緑茶／ホット特保緑茶／冷凍緑茶  

                                                                        
10)  株式会社富士経済との契約に従って，本論において，分析対象企業の企業名や，売上，市場シェア

等を記述することはできない。そうした情報に関しては，『清涼飲料マーケティング要覧』を直接参照

のこと。  
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（ iii）各企業の主力製品の識別プロセスにおいては，『清涼飲料マーケティング要覧』

に基づき，各対象企業の売上金額の最も大きい製品を，当該企業の主力製品として識別

した。これら主力製品の売上金額が対象企業の総売上金額に占める割合の平均値（標準

偏差）は，0.75（0.14）であった。高い平均値に示されるとおり，本論の分析対象企業の

多くは，売上の大部分を 1 つ主力製品に依存しているような企業であった。  

（ iv）製品導入行動の分類プロセスにおいては，プロセス（ ii）および（ iii）の結果に

基づき，全ての製品導入行動を競争行動と協調行動のいずれかに分類した。製品導入行

動の分類は，以下の 2 つの基準を用いて行った。 1 つ目の基準は，企業 i の導入した製

品のカテゴリーが企業 j の主力製品のカテゴリーと同一であるかという基準であり， 2

つ目の基準は，企業 i の導入した製品のカテゴリーが企業 j の「直近」に導入した製品

のカテゴリーと同一であるかという基準であった。この基準 1 または基準 2 を満たす製

品の導入行動を競争行動と，それ以外の製品の導入行動を協調行動と判断した。基準 2

の「直近」の期間をどのように設定するかという問題は非常に重要な問題であるが，そ

の適切な期間を正確に特定することは困難であり，また，企業や製品によって幅がある

と考えられる。そこで，本論は，「直近」の期間として，a）1 四半期前，b）1～2 四半期

前，および c）1 年前の同四半期という 3 つの期間を設定し， 3 通りの分類結果を得た。 

（v）相互作用の特定化プロセスにおいては，1 四半期を 1 回のゲームの期間とみなし，

プロセス（ iv）の結果に基づき，各ゲームの意思決定を判断した。対象企業の大半が当

てはまる上場企業においては， 1 四半期ごとに決算報告を行う必要があるため， 1 四半

期を 1つの戦略的意思決定の期間として見なすことには，一定の妥当性があるであろう。

意思決定の判断は，以下の 2 つの基準を用いて行った。 1 つ目の基準は，企業 j が「直

近」に競争行動を採用しており，かつ企業 i も今期に競争行動を採用したかという基準

であり，2 つ目の基準は，企業 j が「直近」に協調行動を採用しており，かつ企業 i も今

期に協調行動を採用したかという基準であった。この基準 1 または基準 2 を満たす場合

に 1，そうでない場合に 0 とコーディングし，四半期の点数を合計することによって，

年ごとのしっぺ返し戦略採用度（max＝4, min＝0）を測定した。「直近」の期間について

は，プロセス（ 4）と同様の理由により， a）1 四半期前，b）1～2 四半期前，および c）

1 年前の同四半期という 3 つの期間を設定し，3 通りの結果を得た。  

（v）相互作用の特定化プロセスにおいては，もう 1つ検討すべき事項が残されている。

製品競争の意思決定においては，「行動しない（＝今期に製品導入行動を採用しない）」

という，純粋な反復囚人のジレンマ・ゲームにおいては存在しない選択肢とが存在する。

本論は，この「行動しない」という意思決定を，相手企業の「直近」の行動に応じて以

下のように扱った。まず，企業 j の「直近」の選択が「行動しない」であり，かつ企業

i の今期の選択も「行動しない」である場合，2 企業間の関係は協調関係と見なすことが

できるため，1 とコーディングした。次に，企業 j の「直近」の選択が競争行動であり，

かつ企業 i の今期の選択が「行動しない」である場合，基準 1 により， 0 とコーディン
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グした。最後に，企業 j の「直近」の選択が協調行動であり，かつ企業 i の今期の選択

が「行動しない」である場合，一見すると 2 企業間の関係は協調関係と見なすことがで

きそうである。しかし，企業 j が製品導入行動を採用しているにもかかわらず，企業 i

が「行動しない」ことによって，企業 i の当該製品市場へのコミットメントの低さを示

唆し，企業 j の競争行動の今後の採用を促進する恐れがあるという点において，「行動し

ない」という選択は，協調行動という選択に比して，劣った意思決定であると考えられ

る。そのためこの場合，0.5 とコーディングした。  

 

(4) 最終サンプル  

しっぺ返し戦略の重要な性質の 1 つである明快な性質は，しっぺ返し戦略を一貫して

採用することによって付与される性質である（Axelrod, 1984）。そこで本論は，しっぺ返

し戦略採用度の 3 年間および 5 年間の平均値を用いて，統計解析を行った。 3 年間や 5

年間が必ずしも一貫の期間として十分とは限らないが， 3 年間や 5 年間の平均値を用い

ることにより，一貫している企業としていない企業の差を測定することは可能であるで

あろう。それに伴い，すべての変数の測定にも， 3 年間および 5 年間の平均値や変化量

を用いた。  

2007 年の製品導入行動についてのデータが存在しないことにより， 2008 年の企業間

の相互作用の特定化が行えなかったことに加え， 3 年間および 5 年間の平均値や変化量

を用いたことによって，最終サンプルは，3 年データで 112（4 年×14 カテゴリー×2 企

業），5 年データで 56（2 年×14 カテゴリー×2 企業）となった。  

 

(5) 測定方法  

被説明変数に関して，仮説 1，仮説 3，および仮説 5 の被説明変数である企業 j の競争

行動採用率（ 3 年間／ 5 年間）は，企業 j の t 期に採用した全製品導入行動に占める t 期

に採用した競争行動の比率の 3 年間／5 年間の平均値によって測定した。なお，企業 j

の競争行動採用率（3 年間／5 年間）については，「直近」の設定期間に応じて， 3 通り

の測定結果を得た。また，仮説 2，仮説 4，および仮説 6 の被説明変数である企業 i の成

果変数（3 年間／5 年間）には，顧客の増減数に対応した変数である売上変化率を用い

た。企業 i の売上変化率は，企業 i の t－2 期／ t－4 期から t 期の売上金額の変化率によ

って測定した。  

説明変数に関して，企業 i のしっぺ返し戦略採用度（3 年間／5 年間）は，本章第 4 節

で述べたプロセスによって得られたコーディング結果の 3 年間／5 年間の平均値によっ

て測定した。なお，企業 i のしっぺ返し戦略採用度（3 年間／5 年間）については，「直

近」の設定期間に応じて，3 通りの測定結果を得た。  

調整変数に関して，仮説 3a および仮説 4a の調整変数である製品市場の成長率（3 年

間／5 年間）は，市場全体の t－2 期／ t－4 期から t 期の売上金額の変化率によって測定
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した。仮説 3b および仮説 4b の調整変数である 2 企業間のシェア差（3 年間／5 年間）

は，企業 i の t 期のシェアと企業 j の t 期のシェアの差の絶対値の 3 年間／5 年間の平均

値の自然対数によって測定した。仮説 5 および仮説 6 の調整変数である企業 i の競争地

位（3 年間／5 年間）は，企業 i の t－2 期／ t－4 期から t 期の平均シェアと企業 j の t－

2 期／ t－4 期から t 期の平均シェアをそれぞれ比較し，企業 i のシェアの方が，企業 j の

シェアに比して大きい場合に 1，そうでない場合に 0 とコーディングした。  

統制変数に関して， 3 つの調整変数の主効果に加え，製品市場の規模を用いた。製品

市場の規模（3 年間／5 年間）は，市場全体の t－2 期／ t－4 期から t 期の売上金額の平

均値の自然対数によって測定した。  

6. 分析結果  

(1) 記述統計量と相関係数  

分析モデルに含まれる各変数の記述統計量および変数間の相関係数は、それぞれ表 3， 

表 4，および表 5 に示されるとおりであった。  

 

表３ : 各変数の記述統計量  

変数  平均値  
標準  

偏差  
最小値  最大値  

1. 企業 j の競争行動採用率  [直近 :1 四半期前 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

0.37 0.26 0.00 1.00 

0.36 0.24 0.00 0.87 

2. 企業 j の競争行動採用率  [直近 :1-2 四半期前 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

0.41 0.28 0.00 1.00 

0.40 0.27 0.00 0.87 

3. 企業 j の競争行動採用率  [直近 :1 年前の同四半期 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

0.40 0.26 0.00 0.96 

0.39 0.23 0.00 0.87 

4. 企業 i の売上変化率  

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

1.10 0.36 0.44 3.52 

1.25 0.57 0.45 3.35 

5. 企業 i のしっぺ返し戦略採用度  [直近 :1 四半期前 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

2.37 0.90 0.33 4.00 

2.39 0.84 0.60 3.70 

6. 企業 i のしっぺ返し戦略採用度  [直近 :1-2 四半期前 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

2.19 0.88 0.00 4.00 

2.20 0.80 0.40 3.50 

7. 企業 i のしっぺ返し戦略採用度  [直近 :1 年前の同四半期 ] 

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

2.61 0.73 0.67 4.00 

2.63 0.67 1.00 3.75 

8. 製品市場の成長率  

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

1.08 0.21 0.78 1.81 

1.19 0.37 0.74 2.05 

9. 2 企業間のシェア差  

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

3.09 0.94 0.64 4.39 

3.31 0.88 1.01 4.36 

10. 企業 i の競争地位  

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

0.50 0.50 0.00 1.00 

0.50 0.50 0.00 1.00 

11. 製品市場の規模  

（ 3 年間（上）／ 5 年間（下））  

11.31 0.92 9.07 12.98 

11.32 0.91 9.10 12.96 
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表４ : 変数間の相関係数（ 3 年間）  

変数  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

1 1.00           

2 0.95 1.00          

3 0.91 0.88 1.00         

4 －0.11 －0.12 －0.16 1.00        

5 －0.46 －0.50 －0.46 0.14 1.00       

6 －0.43 －0.39 －0.41 0.26 0.73 1.00      

7 －0.31 －0.34 －0.33 0.31 0.63 0.65 1.00     

8 －0.09 －0.09 －0.08 0.59 0.17 0.17 0.33 1.00    

9 －0.22 －0.22 －0.23 －0.08 0.52 0.35 0.32 －0.07 1.00   

10. －0.10 －0.03 0.03 0.01 －0.04 －0.11 －0.02 0.00 0.00 1.00  

11 0.31 0.32 0.41 －0.22 －0.49 －0.30 －0.48 －0.30 0.00 0.00 1.00 

ただし，各変数の番号は表３と同様。  

 

表５ : 変数間の相関係数（ 5 年間）  

変数  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

1 1.00           

2 0.97 1.00          

3 0.93 0.92 1.00         

4 －0.14 －0.14 －0.20 1.00        

5 －0.55 －0.57 －0.56 0.15 1.00       

6 －0.50 －0.45 －0.49 0.28 0.75 1.00      

7 －0.43 －0.43 －0.45 0.46 0.68 0.73 1.00     

8 －0.15 －0.14 －0.15 0.67 0.22 0.23 0.41 1.00    

9 －0.26 －0.26 －0.25 －0.05 0.60 0.42 0.41 －0.04 1.00   

10. －0.09 －0.01 0.06 －0.05 －0.05 －0.09 0.02 0.00 0.00 1.00  

11 －0.34 0.34 0.46 －0.32 －0.52 －0.34 －0.54 －0.38 －0.02 0.00 1.00 

ただし，各変数の番号は表３と同様。  

 

(2) 推定結果  

企業 j の競争行動採用率を被説明変数としたモデルの推定結果は表 6 に，企業 i の売

上変化率を被説明変数としたモデルの推定結果は表 7 に，それぞれ示されるとおりであ

った。なお，表 6 のモデル 1 および表 7 のモデル 7 の列は，製品導入行動の分類および

相互作用の特定化プロセスにおいて， 1 四半期前を「直近」の期間に設定し， 3 年間の

平均値や変化量についてのデータを用いて推定した結果を示しており，表 6 のモデル 2

および表 7 のモデル 8 の列は，製品導入行動の分類および相互作用の特定化プロセスに

おいて，1-2 四半期前を「直近」の期間に設定し，3 年間の平均値や変化量についてのデ

ータを用いて推定した結果を示しており，表 6 のモデル 3 および表 7 のモデル 8 の列
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は，製品導入行動の分類および相互作用の特定化プロセスにおいて， 1 年前の同四半期

前を「直近」の期間に設定し， 3 年間の平均値や変化量についてのデータを用いて推定

した結果を示している。同様に，表 6 のモデル 4 および表 7 のモデル 10 の列は，製品

導入行動の分類および相互作用の特定化プロセスにおいて， 1 四半期前を「直近」の期

間に設定し， 5 年間の平均値や変化量についてのデータを用いて推定した結果を示して

おり，表 6 のモデル 5 および表 7 のモデル 11 の列は，製品導入行動の分類および相互

作用の特定化プロセスにおいて，1-2 四半期前を「直近」の期間に設定し，5 年間の平均

値や変化量についてのデータを用いて推定した結果を示しており，表 6 のモデル 6 およ

び表 7 のモデル 12 の列は，製品導入行動の分類および相互作用の特定化プロセスにお

いて，1 年前の同四半期を「直近」の期間に設定し， 5 年間の平均値や変化量について

のデータを用いて推定した結果を示している。  

Hausman 検定の結果，モデル 1 からモデル 3 およびモデル 7 からモデル 9 の推定にお

いては，変量効果モデルを，サンプル数の制約により，モデル 4 からモデル 6 およびモ

デル 10 からモデル 12 の推定においては，プーリング回帰モデルを，それぞれ用いた。

また，交互作用項と元になる変数間にしばしば観察される多重共線性を最小化するため

に，事前に中心化したデータを用いた（ cf. Jaccard, Turrisi, and Wan, 1990）。  

仮説 1 について，企業 j の競争行動採用率を被説明変数とした 6 つのモデルのうち，

5 つのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 j の競争行動採用率に

有意な負の影響を及ぼしていた。したがって，仮説 1 は，概ね支持されたと見なしうる

であろう。また，仮説 3a について，企業 j の競争行動採用率を被説明変数とした 6 つの

モデルのうち，4 つのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度と製品市場の成

長率の交互効果は，企業 j の競争行動採用率に有意な影響を及ぼしていなかった。また，

交互効果が有意であったモデルについて下位検定を行った結果，製品市場の成長率の高

低にかかわらず，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 j の競争行動採用率に負の影

響を及ぼす傾向が示された 11)。したがって，仮説 3a は，支持されたと見なしうるであろ

う。さらに，仮説 3b について，企業 j の競争行動採用率を被説明変数とした 6 つのモデ

ルのうち， 5 つのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度と 2 企業間のシェア

差の交互効果は，企業 j の競争行動採用率に有意な影響を及ぼしていなかった。また，

交互効果が有意であったモデルについて下位検定を行った結果， 2 企業間のシェア差の

高低にかかわらず，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 j の競争行動採用率に負の

影響を及ぼす傾向が示された。したがって，仮説 3b は，支持されたと見なしうるであ

ろう。最後に，仮説 5 について，企業 j の競争行動採用率を被説明変数とした 6 つのモ

デルのうち， 3 つのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度と競争地位の交互

効果は，企業 j の競争行動採用率に有意な影響を及ぼしていなかった。また，交互効果

                                                                        
11)  サンプル数の制約により，有意か否かは判断の基準とせず，係数の符号のみを確認した。下位検定

の詳細については，著者に請求のこと。  
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が有意であったモデルについて下位検定を行った結果，企業 i がリーダー企業かフォロ

ワー企業かにかかわらず，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 j の競争行動採用率

に負の影響を及ぼす傾向が示された。したがって，仮説 5 は，支持されたと見なしうる

であろう。  

 

表６ : 推定結果（被説明変数：企業 j の競争行動採用率）  

変数  

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 モデル 6 

3 年間  3 年間  3 年間  5 年間  5 年間  5 年間  

1 四半期  半期  1 年前  1 四半期  半期  1 年前  

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度   
－ 0.04*** － 0.09*** － 0.06*** － 0.22*** － 0.22*** － 0.22*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×製品市場の成長率  
－ 0.04*** － 0.13*** － 0.08*** － 0.33*** － 0.33*** － 0.26*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×2 企業間のシェア差  
－ 0.01*** － 0.00*** － 0.07*** － 0.02*** － 0.03*** － 0.01*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×企業 i の競争地位  
－ 0.04*** － 0.05*** － 0.07*** － 0.13*** － 0.15*** － 0.23*** 

製品市場の成長率  － 0.03*** － 0.02*** － 0.06*** － 0.00*** － 0.03*** － 0.00*** 

2 企業間のシェア差  － 0.06*** － 0.04*** － 0.09*** － 0.01*** － 0.05*** － 0.05*** 

企業 i の競争地位  － 0.01*** － 0.08*** － 0.04*** － 0.06*** － 0.04*** － 0.04*** 

製品市場の規模  － 0.11*** － 0.12*** － 0.15*** － 0.01*** － 0.06*** － 0.08*** 

切片  － 0.92*** － 0.93*** － 1.30*** － 0.24*** － 0.22*** － 0.49*** 

Wald χ2／ F 値  
－

14.06*** 

－
25.82*** 

31.66*** － 4.88*** 4.37*** 4.48*** 

R2  － 0.18*** － 0.24*** － 0.31*** 0.36*** 0.33*** 0.34*** 

N 112*** 112*** 112*** 56*** 56*** 56*** 

ただし， ***は 1%、 **は 5％、 *は 10％水準で有意。  

 

仮説 2 について，企業 i の売上変化率を被説明変数とした 6 つのモデルのうち， 4 つ

のモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 i の売上変化率に有意な正

の影響を及ぼしていた。したがって，仮説 2 は，概ね支持されたと見なしうるであろう。

また，仮説 4a について，企業 i の売上変化率を被説明変数とした 6 つのモデルのうち，

全てのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度と製品市場の成長率の交互効果

は，企業 i の売上変化率に有意な影響を及ぼしていなかった。したがって，仮説 4a は，

支持されたと見なしうるであろう。さらに，仮説 4b について，企業 i の売上変化率を被

説明変数とした 6 つのモデルのうち，全てのモデルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略

採用度と 2 企業間のシェア差の交互効果は，企業 i の売上変化率に有意な影響を及ぼし
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ていなかった。したがって，仮説 4b は，支持されたと見なしうるであろう。最後に，仮

説 6 について，企業 i の売上変化率を被説明変数とした 6 つのモデルのうち，2 つのモ

デルにおいて，企業 i のしっぺ返し戦略採用度と競争地位の交互効果は，企業 j の競争

行動採用率に有意な影響を及ぼしていなかった。また，交互効果が有意であったモデル

について下位検定を行った結果，企業 i がリーダー企業かフォロワー企業かにかかわら

ず，企業 i のしっぺ返し戦略採用度は，企業 i の売上変化率に正の影響を及ぼす傾向が

示された。したがって，仮説 6 は，支持されたと見なしうるであろう。  

 

表７ : 推定結果（被説明変数：企業 i の売上変化率）  

変数  

モデル 7 モデル 8 モデル 9 
モデル

10 

モデル

11 

モデル

12 

3 年間  3 年間  3 年間  5 年間  5 年間  5 年間  

1 四半期  半期  1 年前  1 四半期  半期  1 年前  

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度   
－ 0.08*** － 0.17*** － 0.17*** － 0.09*** － 0.33*** － 0.42*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×製品市場の成長率  
－ 0.29*** － 0.15*** － 0.20*** － 0.12*** － 0.21*** － 0.22*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×2 企業間のシェア差  
－ 0.06*** － 0.02*** － 0.02*** － 0.05*** － 0.08*** － 0.08*** 

企業 i のしっぺ返し戦略  

採用度×企業 i の競争地位  
－ 0.08*** － 0.13*** － 0.20*** － 0.30*** － 0.33*** － 0.31*** 

製品市場の成長率  － 1.00*** － 0.94*** － 1.02*** － 0.96*** － 0.94*** － 0.81*** 

2 企業間のシェア差  － 0.07*** － 0.07*** － 0.05*** － 0.01*** － 0.05*** － 0.13*** 

企業 i の競争地位  － 0.05*** － 0.08*** － 0.07*** － 0.06*** － 0.01*** － 0.07*** 

製品市場の規模  － 0.02*** － 0.02*** － 0.02*** － 0.06*** － 0.01*** － 0.06*** 

切片  － 0.89*** － 0.84*** － 0.90*** － 1.96*** － 1.11*** － 0.56*** 

Wald χ2／ F 値  
－

61.56*** 

－
66.77*** 

63.38*** － 6.00*** 7.15*** 7.64*** 

R2  － 0.37*** － 0.41*** － 0.40*** 0.42*** 0.47*** 0.49*** 

N 112*** 112*** 112*** 56*** 56*** 56*** 

ただし， ***は 1%、 **は 5％、 *は 10％水準で有意。  

 

(3) 考察  

しっぺ返し戦略の有効性についての基本仮説である仮説 1 および仮説 2 は，製品導入

行動の分類および相互作用の特定化プロセスにおいて 1 四半期前を「直近」の期間に設

定した場合を除いて，全て支持された。1 四半期前を「直近」の期間に設定した場合に，

仮説 1 および仮説 2 を支持する結果が得られなかった理由として， 1 四半期前という期
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間が，企業が報復の意思決定を行ってから実際に報復的製品を市場に導入するまでの期

間として短すぎたため，しっぺ返し戦略採用度を正しく測定できなかった可能性が考え

られる。したがって，本論の分析結果は，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争

において，しっぺ返し戦略が有効性であることを示唆する結果であったと結論づけられ

るであろう。  

また，しっぺ返し戦略の有効性の頑健性についての仮説である仮説 3，仮説 4，仮説

5，および仮説 6 は，交互効果の検定およびその下位検定の結果，全て支持された。し

たがって，本論の分析結果は，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争におけるし

っぺ返し戦略が有効性は，製品市場特性（製品市場の成長率および 2企業間のシェア差）

や企業特性（競争地位）の影響を受けにくい頑健な知見であることを示唆する結果であ

ったと結論づけられるであろう。  

7. おわりに  

(1) 本論の示唆  

本論の示唆には，以下の 3 つが挙げられる。第 1 にマーケティング研究に対する示唆

として，本論は，報復としての競争行動が，むしろ協調関係の構築，ひいては優れた成

果の達成に貢献するという Axelrod（1981a, 1981b, 1984, 1987）の主張が，製品競争にお

いても適応可能であることを見出した。この点において，本論は，競争志向型の行動に

批判的なマーケティング研究に対して，新たな視点を提供したと言いうるであろう。第

2 にしっぺ返し戦略研究に対する示唆として，本論は，しっぺ返し戦略を 2 企業間の製

品競争という現実の現象に当てはめて経験的にテストを行い，しっぺ返し戦略の有効性

についての新たな経験的証拠を提供した。この点において，本論は，理論研究，シミュ

レーションを用いた研究，および実験室実験を用いた研究が中心的なしっぺ返し戦略研

究に対して，新たな研究の方向性を提示したと言いうるであろう。第 3 に実務家に対す

る示唆として，本論は，成熟期の製品市場の上位 2 企業間の製品競争が反復囚人のジレ

ンマ・ゲーム的状況であることを特定化し，そうした競争においては，しっぺ返し戦略

が有効であること，およびその有効性が製品市場特性（製品市場の成長率および 2 企業

間のシェア差）や企業特性（競争地位）の影響を受けにくい頑健な知見であることを見

出した。その点において，本論は，該当する状況に直面する多くの実務家に対して，有

益な示唆を提供したと言いうるであろう。  

 

(2) 今後の課題  

本論の今後の課題には，以下の 4 点が挙げられる。第 1 に，本論は，しっぺ返し戦略

のみに着目し，その採用が企業成果に及ぼす影響を探究したが，今後は，Axelrod の一

連の研究や後続研究において扱われている諸戦略としっぺ返し戦略を比較することで，
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有効性を再検討することが望まれるであろう。第 2 に，本論は， 2 企業間の製品競争に

着目し，しっぺ返し戦略の有効性を探究したが，今後は， n 企業間の製品競争へと議論

を拡張し，有効な戦略を探究することが望まれるであろう。第 3 に，本論は，清涼飲料

水産業を対象に経験的テストを試みたが，今後は，異なる産業を分析対象とすることで，

本論の知見の一般化可能性を吟味することが望まれるであろう。最後に，本論は，公開

データを参考にしながら，製品導入行動の分類基準や相互作用の特定化基準を独自に開

発したが，今後は，対象企業へのヒヤリング調査などを通じて，基準を改善し，その精

度を高めることが望まれるであろう。  

 以上のような課題を残すものの，反復囚人のジレンマ・ゲーム的製品競争を特定化し，

そうした競争において，しっぺ返し戦略が有効であることを経験的に見出した本論は，

学術・実務の両面において有意義な研究であったと見なしうるであろう。  
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